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政治的独立と便宜`性：1780-82年
アイルランドのイデオロギー的局面
後藤浩子
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１はじめに
１８世紀アイルランドの政治的論争の源には，二つのパラダイムの対立が
ある。すなわち，主に権利の語彙において表現される市民法学（civil‐
jurisprudence）的パラダイムと，便宜性の語彙において語られる政治経
済学的パラダイムの対立である。さらには，市民法学的パラダイムを補完
する形で，公民としての徳の語彙に基づくシヴィック・ヒューマニズムの
パラダイムが存在し，両者が融合した形でアイルランドの国制論（consti‐
tutionalism）が形成されている。トーリーとウイッグ，プロテスタント
とカトリック，地主とブルジョアジーなど，政治的党派，宗教，階級間の
２ 
重層的対立構造が生み出す論争の中で，その時々の論客は，上記のような
相異なるパラダイムのいずれかを選択しそれに依拠することで，対立する
政治的デイスコースを形成していったのである。このような観点から18世
紀アイルランド思想史を概観した場合，1720年代の市民法学的＝国制論的
パラダイムの優勢，1780年代の市民法学的＝国制論的パラダイムと政治経
済学パラダイムの均衡，そして'790年代の政治経済学的パラダイムの優勢
という形でその変化を特徴づけることができる。この段階区分には，その
特徴を映し出している政治的事件と論争がそれぞれ対応している。
まず，1720年代は，RobertMolesworthのＳｂｗｃＣｏ"s枕、肋"ｓ／bγ
ﾉﾉｉｃＰｍ”ｏｊｊ"９０／Ａｇ戒"胸花α"c/Ｅ"２，/0)ﾉﾉ"ｇＷｉｃＰｂｏγ（1723)に代表さ
れるように，経済的観点から書かれたパンフレットがアイルランドで出版
され始めた時代であった。しかし，1721年のアイルランド銀行設立法案の
アイルランド議会における否決という事件は，そのような経済的観点から
の社会認識がさほど一般化していなかったことを示す。そして以後50年余
りの間，国立銀行の設立法案は一度も提出されることがなかった。ところ
が，1780年代に入り，議会の立法権独立（1782年）を獲得したアイルラン
ドは，深刻な経済的危機に直面し，その打開策としてアイルランド銀行設
立法案が提案されることになる。半世紀前の経験から，議会で反対の声が
上がるのを懸念しつつ総督府から提出されたその法案は，1782年，予想に
反して圧倒的支持のもとに議会を通過する。この時出版されたアイルラン
ド銀行設立の是非を論じるパンフレットは，政治経済学的パラダイムの浸
透を示すと同時に，アイルランドの経済的発達を目指し便宜`性を第一にお
く経済開発中心論者と，市民法学的＝国制論的パラダイムに基づいてイギ
リス（GreatBritain）との対等性を希求する愛国主義者の主張が，法案
賛成においてこの時ばかりは偶然的に交差している事態をも示す。なぜ
｢偶然的に」かと言えば，その後80年代を通して，この二つの潮流は，対
イギリスとの貿易協定締結を巡って絶えずぶつかり合うようになるからで
ある。愛国主義者達は，立法権の独立を自由な自己決定権と解して，それ
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を少しでも拘束するような協定をイギリスと結ぶことに激しく反対した。
他方，経済開発中心論者は，アイルランドの政治的独立'性を認めつつ貿易
協定に基づいてイギリスの自由貿易体制の中に堅固に組み込もうとする首
相Pittの外交政策を，アイルランド側にも有利であるとして支持したの
である。そして，国内の民主化と経済的発達を追求するこの後者の潮流
が，９０年代の「ユナイテッド・アイリッシュメン」に見られるような自由
主義的急進主義を形成することになる。
以上のような18世紀アイルランド思想の流れの中から，本稿では，１７２１
年と1782年のアイルランド銀行設立を巡る論争を特に採り上げ，そこでの
思潮の違いを析出したい。その上で，1782年のアイルランド銀行設立法案
賛成論における経済開発中心論者の便宜性（経済的適宜性expediency）
尊重と愛国主義的国制論者の独立尊重との交差を分析することにする。
21720年のアイルランド銀行設立法案
アイルランドで国立銀行設立の誓願がダブリンの主要な商人達によって
最初に議会に提出されたのは，スコットランド銀行が設立された1695年で
あった。しかし，この誓願は議会によってまったく無視される結果となっ
た。そして，1719年の議会会期中に，二度目の国立銀行設立の誓願が提出
されたが，それはAbercorn卿やBoyne卿という有力者の賛助の下に，
議会ではなく国王George１世に提出されたものであった。硬貨（coin）
の不足を補い，またその不足によって引き起こされる商業活動の中断を回
避するというのが，その主たる誓願理由であった。アイルランド控訴院は
銀行設立計画に賛成し，翌年Abercorn卿の案をイギリスの控訴院に送
り，アイルランド総督は1721年に設立計画報告書を国王に提出した。この
結果，国王は同年７月にAbercorn卿をはじめとする発起人達にアイルラ
ンド銀行設立を許可する勅許状を出し，彼らに出資金を受け取る理事とし
ての権能を与えたのである。ただし，アイルランド銀行の事業開始のため
には，当地の議会での銀行法案可決が必須要件とされていた。こうして，
出資者の募集が開始される一方，議会では銀行設立法案が審議されること
となった。法案は，1721年９月にアイルランド総督によって提出され，こ
の提案について当初は庶民院でも貴族院でもかなり好意的な所見が述べら
れていた。ところが，国王や政府の側の賛同とは裏腹に，アイルランドの
議会および世論の中から次第に銀行設立に反対する声が上がってきたので
ある。そして法案は，12月９日に庶民院で150対80で否決され，その－週
間後には貴族院でも否決されるという結末を迎えた。１２月12日の庶民院の
声明は次のように語っている。「国民にとって有益であるか，あるいは国
民の福祉や自由と一致するような，国立銀行を設立するための堅固もしく
は良好な基盤をまったく見いだせない｣，「この国での国立銀行の設立は行
政に非常に損害を与えるものであり，国民の福祉と自由にとって最も危険
で有害な結果をもたらす」ものだ(1)。
一体何が起こったのか－これが後世の歴史家が一様に発する問いであ
る。世論が国立銀行設立反対に流れた理由として多くの歴史家がまず挙げ
るのは，アイルランドもまた'720年にイギリスで起こった「南海泡沫事
件」の深刻な経済的影響を受けていたという当時の社会事’情である。これ
は，イングランドでの南海会社の株価暴騰とそれに続く投資ブームの後に
株の暴落が起こり，破産者が続出した事件であるが，南海会社はダブリン
にも出資金を募るための事務所を置いていたので，かなりの額のアイルラ
ンドの資本もそれに投資ざれ泡と消えてしまった。この株価暴落事件は，
人々の間に金融一般に対する猜疑心を生みだし，それが銀行への不信感に
も繋がったというわけである。さらには，アイルランド議会が反対の態度
をとった背景には，国立銀行設立誓願の議事手続き上の問題があるという
見方もある(2)。それによれば，その誓願が最初にアイルランド議会に諮問
されることなくイングランド国王に直接上啓され，国王とアイルランド行
政府の権限で計画が始動したという点に，議会は自分たちの尊厳を踏みに
じられたという憤りを感じ反対したのだということになる。以上の二点は
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部分的要因としては確かに妥当だが，それだけでは最初に銀行法案に好意
的だったアイルランド議会の「急な方向転換」の原因を説明できない。こ
の急変の原因を，アイルランド銀行設立史の研究者Ｆ・GHallは議会外で
のポピュラー・アジテーションに見ている。しかし，彼はアジテーション
をたんに党派的で無責任なものだったと見なし，積極的な意味を認めてい
ない(3)。このような評価はHallに始まったことではなく，彼に先立つ研
究者MalcolmDillonもまた，当時のパンフレットなどの出版物や議会で
の識者の発言に表れている限りで言えば，庶民院の多数派だけでなくアイ
ルランド国民全体が，通貨や融資についての正しい理解を欠いていたのだ
と指摘している。そして，「貨幣（money）なしに紙を流通させる手段」
であるとして銀行プロジェクトを非難したJonathanSwiftのパンフレッ
トに，ポピュラー・アジテーションの原因を帰している(4)。Hallも同様
に，「銀行プロジェクトに反対するアジテーションは，通常Molyneux
やswiftの名と結びついたアングロ・アイリッシュの愛国主義的（patri‐
otic）運動によって引き起こされ先導された」と述べている。そして，そ
の究極の原因を，イングランドのウィッグに対するSwiftの個人的嫌悪
感に求めている(5)。なるほど確かに，当時Swiftは銀行法案を否決に追い
込むためにいくつかの風刺パンフレットを書いてはいる。しかし，世論が
反対の声を上げるのに決定的に影響したのはむしろ直接的に銀行法案の是
非を論じた他の著者達によるパンフレットであったと思われる。なぜな
ら，1720-21年の間にアイルランド初の経済論争の様相をも呈するほどの
数のパンフレットが出されているからである(6)。
この論争の対立軸を形成しているのが，HenryMaxwellとHercules
Rowleyである(7)。Maxwellはすでに1704年に，Ａ〃ascZyZbz(ﾉα'zlZM地
Ｕ)Z伽ｑ／Ｇ'、/Ｂ"､伽α"Cl/腕伽‘というパンフレットを出し，輸出入
に関するあらゆる種類の禁止を不自然であるばかりか貿易にとって極めて
有害であるとして，アイルランドに対するイギリス側の貿易規制を批判し
ている。彼は自由貿易主義の観点から両国の統一を考察した最初の論者で
６ 
あった。1721年，彼は叔父Ｒｏｗｌｅｙへの手紙という形でアイルランド銀行
設立の経済的必要性を説明したパンフレットhczso"ｓＱウゼγtノノbγＤＵｃノー
z"gczBtz"ルノ〃ＩＭｔｚ"‘を出版する。そこでの議論の中心は，低い安定し
た利子率による経済的効果にあった。ただし，扱われているトピックはか
なり広範に及び，商品価格は地代とは全く無関係であり，ただ市場によっ
てのみ決定されるといったような経済原理や，アイルランドの産業の問題
と土地問題なども言及されている。そして，銀行設立計画の推進者はアイ
ルランドを援助するために私利私欲を超えて尽力しているように思われ
る，とも付言されている。このようなMaxwellの議論に対して叔父の
Rowleyは返答のパンフレットＡ〃Ａ"sz(ﾉcγ加αＢＯＯﾉｩ,Ｉ>2㎡/Ｍ此czso"ｓ
ｏ"bγ,ＷbγＥ花c/岨czaz"ﾉＭｚＩＭｔｚ"c/を出版したが，彼はMaxwellが
経済学的観点から提出した論点を巧みに回避しつつ，宗派間さらにはイン
グランド・アイルランド間の対立を惹起する政治的問題へと論点をすり替
えてしまったのである。
Ｒｏｗｌｅｙは，まず，アイルランド銀行がカトリック陣営には全く好都合
な政策であるが，プロテスタント陣営には不利であることを指摘して，プ
ロテスタント側の対抗意識を刺激した。土地購買を禁止されているカトリ
ック教徒が銀行に大量出資し，主要株主として銀行の支配権を獲得してし
まうだろうというわけである。さらには，金融関係者が銀行を支配してし
まえば，彼らは土地税を課すだろうという予想を語って，プロテスタント
地主層の不安感を煽った。また，彼は，アイルランドの立法上の地位がイ
ギリスに従属している点を顧慮すれば，アイルランド銀行が首尾良〈いっ
た場合でもいかない場合でも，対イギリス関係が「悪化」するだろうとい
う懸念を表明した。もし銀行が不利益で破滅的であると解った場合でも，
またアイルランドにとっての不利益とは裏腹にイギリスの金融関係者の権
力や利益だけは増大きせることになった場合でも，結局，負担を負わざる
を得ないのはアイルランド側であろうし，そして逆に，もし銀行がアイル
ランドに有益であることが判明したとしても，それがイングランドの貿易
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に少しでも干渉するようになれば，イングランド側はアイルランド銀行の
設立勅許状を撤回するであろう(8)。このような出口なしのシナリオを
Rowleyは描き出し，アイルランド銀行設立がイングランドヘの従属を深
める結果にならざるをえないことを示して見せたのである。
swift研究者Fergusonは，銀行設立によるイングランドへの更なる従
属の懸念を`懐いていたのはたんにＲｏｗｌｅｙだけはなく，当時かなり多くの
人がもっていたものであると主張し，その例として，1721年５月Francis
Annesleyがロンドンから大主教WilliamＫｉｎｇに送った手紙を挙げてい
る(9)。Annesleyはその手紙で，その設立準備金をアイルランド銀行はイ
ングランドに依存せざるをえず，このことが立法権の従属以上の従属をア
イルランドに強いることになり，「アイルランド人はみな現在ある以上に
奴隷になるだろう」とＫｉｎｇ大主教に警告している。Ｋｉｎｇはｓｗｉｆｔと同
様，アングロ・アイリッシュの愛国主義的サークルの一員であり，この時
すでに貴族院においていち早く銀行法案反対の態度を表明していた。彼の
眼には，議会で反対の声が高まるにも拘わらず出資金を受け付け始めた
Abercorn卿以下の理事の行動は，イングランド側の力ずくの政策押し付
けと映ったのである。Ｒｏｗｌｅｙのパンフレットについては，ｓｗｉｆｔもまた
コメントしている。「アイルランド銀行設立の件で街はパンフレットでい
っぱいになったが，Ｒｏｗｌｅｙ氏のものほど巧く書かれたものはない。もっ
とも，彼は一人で書けるほど多くの才能を備えてはいないように思われた
のではあるが｣('０)。この引用の最後の一文は，パンフレットの著者が実は
Rowley-人ではないという事情をｓｗｉｆｔも知っていて，その点を暗示し
ているのだとFergusonは解釈している。
では，Ｓｗｉｆｔ自身のパンフレットではどのような論点が提出されている
のか。Swiftは，1720年５月のパンフレットAPmPosczノノbγ肋ｅＵｚｊｚﾉ〃
sα/Ｕｂｃｑ／１７'戒sﾉﾉＭｚ"腕c雌花で最初にアイルランド銀行プロジェクトに
言及している。そこでは，硬貨の不足を補うための信用に基づく紙券信用
の発行（これがアイルランド銀行設立の主たる理由のひとつであった）が
８ 
問題にされている。「もし，貨幣の半分が現実のもの（real）で半分が架
空のもの（imaginary）になることが，思慮分別ある人々が私に保証した
ように真実だとしたら，冗談はますますもって良いものとされるだろう。
商人が我々の金を運び去り続けても，我々の金匠〔金細工商をかねた金融
業者〕が我々の重い銀貨を溶かし続けるのであれば，事態はとても改善さ
れるだろう｣('1)。この紙幣と信用創造への懐疑は，金融業者を「驚くべき
ことをする人（wonderworker)」として風刺したＴｈｃＷ１０"cノセ”ノＷｂﾙ
ﾛﾉCγｑ／Ｗｉ,"んだ（奇跡の素晴らしい不思議）とＺ〃Ｗ１，"cノセγｑ／Ａ〃肋Ｃ
Ｗｂ"cノセハ伽tEZﾉCγ伽ＷＭヒノＷｂ"cノセ”‘ａｔ（世界がいつも驚いた全奇跡
の不思議）にも示されている。当時の自称魔術師達が興業する際の宣伝ビ
ラを模したパンフレットの様式は，驚くべきことをする人達が実際はペテ
●●●●● 
ン師であることを暗に伝える。彼らは自分の離れ業を宣伝し，観客をも巻
●●●● 
き込んでそれを実演して見せる。観客の価値物を使ってはらはらさせなが
ら業を見せ，見物料を稼ぐ点では金融業者もペテン師も同じなのである。
｢終いには，彼は，保証書や債務判決書を最大限に使ってあらゆる紳士，
淑女，未亡人，孤児から，彼らが集めうるすべての現金を巻き上げる。そ
して，いわゆる未亡人に有利なようにとか’王国全体の利益のためにとか
言いながら，その金をまんまと自分自身で使用するのである。そして，彼
は彼らを満足させるために，前述した彼の確かな操作のいずれにも匹敵す
るほど確実にそれを実演してみせるのだ｣('2)。
私営銀行業者と貨幣仲介人に対するSwiftの批判は，公共性の名を借
りた私利の追求を嫌悪するシヴィック・ヒューマニズム的価値観に基礎を
置いている。ここでのSwiftの標的は，国立銀行設立案であるというよ
り（彼から見れば）本来徳に適わない営みである金融業一般なのである。
従って，Swiftの銀行設立案反対の態度は，「通貨や融資についての正し
い理解を欠いていた」というより，むしろパラダイムの違いゆえに生じた
と考えられる。当時，アイルランドにはすでに多くの私営銀行業者がい
て，銀行券を発行していた。Maxwellのような政治経済学的パラダイム
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から見れば，そのような紙券信用の発生は商業の発達と共に当然生じるも
のであって，むしろその安定性を確保するために国立銀行を作るのが便宜
性に適うことなのである。このパラダイムは1720年代のアイルランドでは
多数に共有されなかったにせよ，1751年のＤａｖｉｄＨｕｍｅの著作中にはは
っきりと表れることになる。「あらゆる富国で，多くの人々が，多額の貨
幣をもっている時には，持ち運びが容易で保管もより安全であることか
ら，貨幣よりも良質の保証のついた紙券信用の方を選ぶ。……もし国家が
銀行を設立しないならば，私営の銀行業者がこの事情を利用するだろう。
ロンドンにおけるかつての金匠たち，そしてダブリンにおける今日の私営
の銀行業者たちに見られるように。それゆえ，紙券信用から得られる利点
は国立の－会社が享受するべきだと考えたほうがよい。というのは，紙権
券信用はあらゆる豊かな国でつねに発生するのだから｣('3)。しかしアイル
ランドでは，1780年代になるまでこのような見解が政治の領域で一般的に
共有されることはなかったのである。
さらに，庶民院で銀行法案が否決された1721年12月に，Ａ血娩γﾉﾗｗ,Ｏ
ａＬａｃｊｌｙｊ〃Zbz(ﾉ〃加Ｈｂγルブと"‘/〃肋CCC""”ＣＯ"cemjlZgWZeBZz"ﾉｾが
発行されたが，このパンフレットの著者は，swiftであろうと見られてい
る('4)。そこでは，大多数の人が銀行計画に反対する理由が三点挙げられ
ている。第一に，国立銀行によって出資者や譲渡者の財産に対する十分な
安全が提供されるとは思われないこと，第二に，この銀行が成功するには
ある仮想的権力がこの銀行に委ねられなければならないが，この権力が
人々の自由の破壊のために行使される可能性があること，第三に，もし銀
行が今述べたような権力や富を獲得した場合，結局，それら権力や富は銀
行自身の保全のため，つまりは銀行に出資している人々の専横な意思と権
力のために利用されざるをえなくなることである。前述のパンフレット同
様，ここでも批判の視点はシヴィック・ヒューマニズムのパラダイムの枠
内にある。加えて，第四点めとして宗派間の対立を悪化させる可能`性が挙
げられている。この理由は次のようなものだ。計画されている国立銀行は
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プロテスタント教徒だけが出資している銀行であり，従って，かなりの量
の正金が彼らから流出し，それに代わって彼らの手元には紙だけが残る。
しかし，それらの紙はいったん混乱が起こったら，防衛や生存の役に立た
なくなり，現金だけが軍資金になりうることになる。その場合，現金が手
中にあるのはカトリック教徒だけであるとなれば，アイルランドのイング
ランド系プロテスタント達にとってカトリック教徒はますます恐るべき手
強い相手として映るようになってしまうだろう，というものだ。以上の理
由づけは極端に走りすぎていて現実味に乏しいが，むしろここで重要なの
は，先のＲｏｗｌｅｙのいささか党派的妄想から出発した論点が巧みに修正さ
れている点である。土地購買を禁止されているカトリック教徒が銀行に大
量出資し支配することになるというＲｏｗｌｅｙの予想は，公開された出資者
リストによって明らかに覆されてしまった。むしろ銀行はプロテスタント
銀行というにふさわしいものだったのであり，この事実から出発して，プ
ロテスタントは自ら墓穴を掘るという物語が展開されているのである。
最後に最も特徴的なことだが，このパンフレットでは，アイルランドの
政治体制，とりわけポイニングス法の下で立法権がイギリス政府に従属し
ている現行国制についてのはっきりとした批判が提出されている(15)。
｢我々の劣って馬鹿げた国制」は重商主義的諸政策をうまく支えたり，立
て直したりできない，と著者は断言し，イギリスが国制上課している諸制
限を告発するのである。「その貿易のあらゆる部門で完全に拘束され，広
範な規模で問題ある植民が行われ，自由に輸出できない商品や製造奨励さ
れない商品が非常に多くあるような国，このような国が銀行によってどの
ように利益をえるのか。……銀行は，領土が小さく，貿易が一般的に制限
なく行われ，その結果，他国から輸入された物品の売買から利益が生まれ
てくる自由な国でのみ有用である。そこでは，利益は社会全体（public）
に生じる。これに対して，我々に提案された銀行は，少数者の独占
(monopoly）にならざるをえないものだった｣('6)。ここには，イギリスへ
の政治的従属が貿易と生産の両面での法的規制を許し，この結果アイルラ
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ンド経済の停滞が生まれているという認識，さらに国内には権力や財の偏
った配分構造があるという認識が表れている。アイルランドの経済問題の
根底には政治問題があるというこのような認識によって，政治体制の変革
が第一義的問題として導出されてくるのである。これをFergusonは「ア
イルランドの特有性についてのSwift得意のテーゼ」と名付けて強調し
ている。このテーゼこそ，１８世紀を通じてアイルランドの自由主義的なオ
ピニオン・リーダーに受け継がれ，18世紀末には政治経済学的パラダイム
と国制論的パラダイムを接続した議論を形成することになったのである。
(この意味で，Swiftの議論を「まったく無責任でとるに足らない」と見
なしたHallの評価には重大な看過があると言える｡）また，アイルラン
ドの経済問題の根底には政治問題があるという認識に基づいて，ｓｗｉｆｔ
は，国立銀行設立によって利子率を下げるというMaxwellの主張を反駁
する。南海泡沫事件による混乱が起こる前，平和が続き，貿易においてわ
ずかばかりでもイギリスと共同できた時には，利子率は自然に低くなって
いた。だから，南海泡沫事件の損失や戦争での荒廃を，銀行券によって紙
券信用を創出して投資を煽る手段ではなく，時間と自然に備わった特質を
使って回復すべきである，というのである。
以上が1721年のアイルランド銀行設立法案をめぐる論争の主要な内容で
あるが，ここで以後のアイルランド思想の展開から見たswiftの議論の
位置づけを確認しておきたい。まず第一に，政治経済学的パラダイムにお
いて述べられたMaxwellの経済政策論に対して，アイルランドの経済発
達には厳然たる政治的梗桔があると指摘することで，Swiftは議論を国制
論的パラダイムに接続させているいう点である。この接合は時には経済問
題を国制論の問題に還元する傾向につながり，愛国主義者の議論の典型的
パターンを生みだしてゆくが，他方では，基本的に政治経済学的パラダイ
ムに基づく社会認識をもちつつ，専ら経済的梗桔の問題として限定的に国
制論にアプローチするというタイプの思考をも生み出す。これが冒頭に述
べた自由主義的急進主義の流れである。いずれにせよ，swiftの議論はこ
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のような二つの思潮の萌芽を内包している。第二に挙げるべきは，「アイ
ルランドの特有性テーゼ｣，つまりSwiftによるアイルランド問題の定式
化の重要'性である。イギリスへの政治的従属を背景とした貿易･産業規制，
そして国内モノポリーの問題は，Swiftによって定式化されることによっ
て，多くのアイルランド人の問題意識を喚起してゆくことになった。８０年
代の政治改革運動参加者や90年代の「ユナイテッド・アイリッシュメン」
に集う自由主義的急進主義者のリーダーが自らの先駆者としてswiftの
名を挙げるのは，たんに「愛国主義者」だったゆえのことではない。第三
に，swiftの中にあるシヴイック・ヒューマニズム的パラダイムと80年代
の改革運動を支えた思想との共通'性を指摘しておきたい。先に見たよう
に，swiftの政治論はたんに市民法学的パラダイムに依拠しているわけで
はなく，シヴイック・ヒューマニズムすなわち公民的徳の言語が作る価値
世界をも基盤としているものである。この公民的徳は，義勇軍（Volun
teers）の活躍によって80年代に言説の中に明示される形で賞揚されるよ
うになり，アングロ・アイリッシュ有力家系による国内モノポリーを批判
する政治改革運動へと流れてゆくことになる。
以上指摘したような萌芽的要素が1780年代にどのように展開されたの
か，以下に考察してゆきたい。
３自由貿易決議案と立法権独立要求
(1)自由貿易決議案を巡る二つの潮流の対立
1779年末に，イギリス首相North卿は，アイルランドに自由貿易を認
める決議案をイギリス議会に提出する。アイルランド義勇軍の勢いを背景
にしたアイルランド側の自由貿易承認への要求とイギリス貿易商達の強固
な反対の狭間に立って，イギリス議会は1778年に法改正をしたが，折衷案
として出された改正の内容は，羊毛，羊毛製品，綿製品，帽子，ガラス，
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ホップ，火薬，石炭という多くの除外項目を設けたうえでアイルランドが
イギリス植民地との間で制限なく輸出入貿易をすることを認めるものであ
った。それゆえ，その後もアイルランド側では自由貿易の要求の声が上が
っていた。しかも，この要求は議会においてだけでなく，アメリカ独立戦
争時のフランス軍によるアイルランド侵入を防衛するために結成された超
宗派の自衛軍である義勇軍の集会とデモンストレーションという形をとっ
て，イギリス政府に突きつけられていたのである。North卿にとってこ
の決議案は，イギリス議会が譲歩し通商における自由を認めてほしいとい
う，義勇軍に手を焼いたアイルランド総督府の懇願を不承不承受け入れた
結果に他ならなかったが，その背後には，自由貿易の課題においてイギリ
ス政府の遅ればせの寛容さを示すことで，国制を改革しようとする人々の
機先を制することができるだろうという意図があった('7)。このような意
図にもかかわらず，アイルランドの世論は二つの潮流に分かれていた。総
督府側の議員は，相互利益こそが帝国の連帯を再興する手段であると見な
し，便宜性という点から決議案を歓迎し，その一方で，義勇軍の素朴な愛
国主義を批判した('8)。この観点は，DanisDalyの発言にはっきりと表れ
ている。「結果に対する責任をとることを，あるいは私利私欲ある（inter‐
ested）人間が４万人の武装した人間〔義勇軍〕に対してどんな影響をも
ちうるかと語ることを自分の義務として引き受ける人間は，私が自負する
よりずっと勇敢な人間である｣('9)。またShannon卿は，「イギリスといわ
ゆる植民地や開拓地の間で行われていると同様の貿易を，アイルランドと
アメリカのイギリス植民地，西インド諸島，アフリカの海岸のイギリス開
拓地の間で行なう自由は非常に莫大な商業利益を生み出すだろう」という
動議を12月21日に議会で提出した(２０)。彼らのねらいは，イングランドの
経済力に依拠しつつ，帝国内での経済的相互依存関係を増大させ，しかも
アイルランドが外国貿易においてイングランドと同じ資格に立つことであ
り，経済的独立'性を確保することではなかった。このような展望は当時の
イギリス政府にはまだなかったとはいえ，1782年のShelburne伯の政策
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では具体的な形をとって表れることになる(21)。ある意味で，これは，植
民地の産業や民衆に対する法的規制によって従来支えられてきた古い重商
主義的政策から，自由貿易主義に基づく近代的帝国主義政策への変化でも
あった。ＡｄａｍＳｍｉｔｈは「イギリスにもアイルランドにも利益になり，
経済生活を拘束していた「不条理な独占』を解体するだろうという理由
で」自由貿易の承認を支持した(22)。このような点を考えると，アイルラ
ンドの貿易に対する制限の緩和ないし廃止の問題，そして国立銀行設立の
問題は，独立を求めるアイルランド議会内での愛国主義的要求に対抗する
ためのイギリス政府のたんなる和解策であるとは見なせなくなる。むし
ろ，イギリス議会の頑固な反対にもかかわらず，イギリス政府はイングラ
ンドだけではなく帝国を管理する新しい自由主義的措置を進んで取り入れ
たのである。
他方，イギリス議会の覇権に反対する人々は，愛国主義的主張を支持す
る傾向があった。FrancisDobbsは，JohnLockeの友人でありアイルラ
ンドに市民法学的パラダイムをもたらしたWilliamMolyneuxの議論を
引きながら，イギリス政府とそのアイルランド人支持者の政策や議論の中
では，権利問題（国制論上の問題）が便宜性の問題（経済問題）へと暗に
置き換えられていることを指摘し，真に問われているのは独立した王国と
してのアイルランドの根本的権利であると論じた。また，愛国主義議員，
HenryGrattanは，自由貿易決議案に反映されている新しい政策がポイ
ニングス法の修正への動きを妨げる手段にすぎないと見なした。そして，
このような権利問題における平等を求める彼らの自己確信は，シヴイッ
ク・ヒューマニズムの語彙を使って公民の徳を賞揚する義勇軍と共同戦線
を張ることによって助長された。ここには市民法学の語彙とシヴイック・
ヒューマニズムの語彙の奇妙な融合がある。アイルランドの政治改革者も
またイングランドの改革者と同様に「古代の国制」概念を使うのだが，前
者の場合，公民の徳としての祖国への忠誠がより強調され，そしてこの忠
誠は公民の義務としての防衛の役割と結びつくことになる。そして，その
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市民軍精神（militiaspirit）は，フランスやイギリス議会という外敵から
自分達の自由な国制を守ることに向けられるのである。このような市民法
学とシヴイック・ヒューマニズムの融合の下で，議会の愛国主義的野党と
義勇軍は，政治改革の第一の課題はイギリス議会からのアイルランド王国
の独立にあると見なしたのである。
以上のように，政治経済学的パラダイムと，市民法学とシヴイック・ヒ
ューマニズムが融合した国制論的パラダイムという，パラダイム間の差異
から派生して，1780年代初頭には二つの思潮が閲ぎ合っていた。ではその
後，立法権独立とアイルランド銀行設立においてこれらの思潮はどのよう
に絡み合ってゆくことになるのか，これを以下に詳しく考察したい。
(2)独立要求の論理の形成
まず，立法権独立要求を正当化する論理がいかに形成されたかを分析す
るために，前述したDobbsによる自由貿易決議案批判に再度言及したい。
アイルランド議会の多数がNorth卿の提案を称賛する中，法廷弁護士で
あったDobbsは，パンフレットＡ血旋γ加伽Rlig/ＺｒＨＤ"0？'zz肱Ｌｏ７ｚノ
1ＶＭ/Ｍ〃伽PmPos伽"Ｍ〃F1zzzﾉo"γｑ／１ＭhＷ‘を出版する。それは，
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North卿の提案の手続きを国市１１論の観点から問題視するものであり，そ
の提案と法がアイルランドの独立を拡大するどころか，アイルランドに対
するイギリス議会の権力を確立してしまう恐れがあることを公衆に訴える
ものであった(23)。アイルランド議会が自由貿易要求の声明を出したのは
アイルランド国王にであってイギリス議会にではない，それゆえ，声明は
首相によって「イギリス議会への嘆願」として扱われるべきではないの
だ，と彼は論じ(24)，さらにアイルランドの主権はアイルランド王権に基
づくものであるゆえに，イギリス政府はアイルランドをイギリスから独立
した王国として承認するべきだと要求し，イギリス議会はアイルランドを
征服された国民と見なしているのかと詰問したのである(25)。注目すべき
は，彼の論理にはアイルランド王権の再興が内包されている点である。ア
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イルランド王権は実際にはイングランド王権に統合されるというより吸収
されてきたものであるが，その存在はアイルランド人によって国制論上の
観念として前提されてもいたのである。Dobbsは，二つの王権の保持者
としての二重の地位から考えると，イギリス王として王はイギリス議会の
優位に服するかもしれないが，アイルランド君主である限りでは，イギリ
ス議会の権威から独立していなければならず，アイルランドをイギリスに
従属させることなどできないのであると述べた。「もし仮にイギリス王が
名目上フランス王でもあり，パリに宮殿をもっていたとしたら，イギリス
はイギリス王がフランス議会と結びついてどんな場合にもイギリス人を拘
束するのを許すだろうか。許しはしまい｣(26)。
アイルランド王権の再興というこのDobbsの議論の源は，William
MolyneuxのＴ/ｂｅＱｚｓｅｑ/ＹＭｔｚ"仇Ｂｅｊ,ＺｇＢｏ"Ｍ６ｙＡｃなｑ／PMjZlwoc"ｔ
ｉ〃DZg伽‘SZZz〃（Dublin,1698）にあるのだが，この議論はDobbsだけ
ではなく，アイルランド議会議員であったYelvertonにも共有されてい
た。彼は，イギリス議会の影響力を排除することを模索して，両国の統一
を一人の共通の王に基づかせる案を練ったのである。「イギリス議会の影
響力に抗議しようと立ち上がる場合，それによって私は王の至上権を永続
させるのである｣(27)。このようにして，イギリス議会の影響力を排除する
ために，アイルランドの統治権をアイルランド王権から演鐸したうえで，
その統治権をイギリス王権保持者へと信託することに同意したと考えるこ
とによって，イギリスとアイルランドの国制上の関係を理解する方法が政
治言説の中に表れるようになった。このような解釈の仕方は，John
Lockeの原始契約をイギリス・アイルランド関係に応用したものと考えら
れる。
さらに，征服された国民にも自然権は残っているというDobbsの主張
には，Lockeの理論の中にある市民法学的パラダイムに基づく自由論の
本質的部分が表れている。これもまた，Molyneuxが前述の書で征服につ
いてのLockeの議論をアイルランドに適用したことに従っている。イギ
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リスが誇る自由な国制の原理に従えば，自分自身もしくは代議員による同
意を得ていない法律に拘束されることこそ隷属ではないのか，とDobbs
は問い，そのような制御されない権力に抵抗する正義の権利は征服された
国民にも残っていると主張するのである(28)。
このようなDobbsの市民法学的パラダイムからの自由論は，自由貿易
決議案を無批判に受け入れようとする人々が準拠している枠組み，すなわ
ち政治経済学的パラダイムに基づいた便宜性論に含まれる危険性を指摘す
ることとなった。便宜性論は，両国の相互承認と自由と福祉の享受という
最も本質的な事柄を顧みず，権利の問題をたんなる便宜`性へと還元する
が，例えば「この世で最高の絶対君主が例え臣民を幸福にできるとして
も，彼が臣民を惨めにさせうる権力を手にしている限り，臣民は自由では
ないし，自由にはなりえない」ように，自由の権利の確立のほうが重要で
ある，とDobbsは主張したのである(29)。政治的権利の問題と便宜性を峻
別するこの議論は，アメリカ独立以後のイギリス・アイルランド関係の摩
擦を，自由貿易の権利を容認することで解決し，互恵性の論理で帝国を再
編しようとしていたイギリス政府の展望を大きく覆すことになった。とい
うのは，1780年以降，Dobbsと同じ論点に立って便宜性に警鐘を鳴らす
議員が現れ，議会内で雄弁を振るうようになっていったからである。
1780年４月19日のHenryGrattanのアイルランド議会における演説に
は，「便宜性」という言葉への批判がはっきりと表れている。「アイルラン
ドの貿易を自由化する法案を通過させる際に，イギリスの大臣達は便宜性
という言葉を使ってきた。アイルランドが自国の生産物を輸出するのを認
めることには便宜性があるというのだ。便宜性というのは，まったくもっ
て留保の言葉だ。便宜性はイギリスのためにあるような言葉で，この言葉
によってイギリスはアメリカを失ったし，流血の場面に国を追い込んでき
たのだ。この留保権によってイギリスは，アイルランドの貿易を奪い去る
のが適切であると考えたときにはいつでも，アイルランドの貿易をイング
ランドの支配下におくのだ｣(3o)。彼は，「便宜性」の中にイギリス法案に
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盛り込まれた商業の「自由」がいかに不安定性であるかを読み込み，公衆
を政治的自由の再興の要求へと促そうとしたのである。しかし，Grattan
の「政治的自由」の観念は，市民法学的パラダイムに基づいているわけで
はない。あくまでも，それが意味するのは（一個人のではなく）アイルラ
ンド国民の自由であり，外国勢力からの祖国の保全というシヴイック・ヒ
ューマニズムの自由なのである。ここに，彼が「愛国主義者」と形容され
てきた所以がある。「民衆の間には熱烈な団結があり，これは国民である
ことを取り戻すようにとアイルランド人を駆り立てる火なのだ。神聖な熱
意は……自由がもつ本』性的な自信に属している。４万の武装した人間達
〔義勇軍〕が今日の審議の結果を仰ぎ見ている。自由を愛する者達に武勇
の精神の恵みを与えよ。この精神が自然に適った幸福に影響を及ぼすの
だ｣(31)。Grattanのこの発言の背景には,当時義勇軍を法によって規制し
ようと画策していたイギリス政府の動きがある。フランス軍侵攻の可能性
が生じた1778年夏にイギリス政府は，アイルランドで市民軍が組織される
ことを公認する市民軍法（MilitiaAct）を急邇制定した。この結果，各
地で義勇軍が結成されたが，義勇軍が次第にイギリス支配に敵対的になり
政治的アピールを繰り返すようになってきていたため，イギリス政府は指
揮権などの軍隊規律を明記した反乱法を制定して，義勇軍を法的に拘束す
る必要に迫られていたのである。Grattanはこのようなイギリス政府の都
合次第で変わる政策決定を便宜主義と批判するとともに，アイルランド議
会が権利の宣言を行うよう庶民院に動議を出した。それは，アイルランド
に対する立法権はただアイルランド議会両院だけにあることを宣言するも
のであった。彼はこの動議の正当化にあたり，名誉革命の正当化手続きの
先例を引く。もしスチュアート家への忠誠の誓いを破ったイギリス議会の
行為が自由という理由で法的に正当化されるのであれば，アイルランド国
民は今イギリス国民がかってあったと同じ情況にある。その場合，アイル
ランド議会が政治的権威の根源であると宣言しない限り，王はアイルラン
ド王権へのどんな権原（title）ももたないはずだ。そしてもし，イギリス
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政府が今回のアイルランド議会の宣言を無効だと批判するなら，返す刀で
名誉革命は「誓約破りの行為であり，権利の請願は反乱行為である」と認
めることになる(32)。このような，相手の自己正当化の論法をそのまま使
うことによって自分自身の正当性を認めさせるという論法は，かなりの説
得力を持ち，動議は明け方まで審議された。この時は結局否決されたにせ
よ，Grattanは同じ動議を繰り返し出し続け，1782年についに立法権独立
が達成される。Grattanの議論で注目すべきは，王の権威に対する立法府
の優位を確立した先例として，名誉革命のウィッグ的正当化が利用されて
いるが，それは部分的にすぎず，彼の国家観そのものはシヴイック・ヒュ
ーマニズムの語彙で語られている点である。これは1779年12月の自由貿易
決議案に関する演説に最も鮮明に表れている。「この国はその公的精神と
公的自負心によってヨーロッパでも高位に位置づけられてきたし，その徳
によって権利を回復したのだから，同じ精神を固守してゆくことが権利を
保証する最上の道なのだ｣(33)。
当時，このシヴイック・ヒューマニズム的要素は，国内の政治改革運動
にとっての理念的推進力となっていた。有力なアングロ・アイリッシュ系
のプロテスタント家族による国内諸官職の独占，官職をめぐる賄賂，選挙
における買収に対する批判は，公共の徳の賞揚と，国制をその原初の純粋
な形に戻そうというスローガンの下に推進されたのである。また，義勇軍
にはカトリック教徒も参加していたので，カトリック刑罰法を緩和し公領
域へのカトリック教徒の参入を認めよという主張もなされた。これに対し
て，1781年，義勇軍を基盤とした政治改革運動に対処するため，政府は，
国王常備軍のアイルランド常駐を認める新しい反乱法案（MutinyBill）
を提出した。この法案には，市民法学のパラダイムからも，シヴイック・
ヒューマニズムのそれからも，激しい批判が浴びせられた。Laurence
Parsonsのパンフレットは市民法学のパラダイムに依拠して次のように述
べている。「あらゆる年代，あらゆる国の経験から，常備軍の危険性が指
摘されている。我々の歴史にも常備軍の破壊的な本性を物語る多くの証拠
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が明示されている。我々の自由の憲章は，常備軍から我々を守るものだ。
権利章典は常備軍は国制に反すると宣言している。』恒久的軍隊を設立す
る無期限反乱法案は権利章典に抵触する｣(34)。また，すでに1780年に，
WilliamAugustusMilesは，シヴイック・ヒューマニズムの語彙で次のよ
うに述べている。「市民としての特性は，兵士や水兵においては失われて
しまう。兵士や水兵がもつ国への愛は二次的な条件であって，言い換えれ
ば，それはただその国を外敵から防衛することだけに限定されているの
だ。この原則は，……あらゆる専制国家の軍隊に影響を与えている原則
だ｣(35)。市民軍において自由と祖国への愛に裏打ちされた防衛の義務を果
たすことは良き市民の徳の実現であるのに対し，常備軍はそのような徳を
欠いており，それゆえ専制国家にこそふさわしいものだ，と彼は両者の質
的違いを主張する。このように，1780年と81年に出された反乱法案への批
判において，市民法学とシヴイック・ヒューマニズムの語彙は奇妙に交錯
しつつ，立法権独立を要求する論理を形成したのである。
４経済的社会観の普及と国立銀行設立
上に述べた二つのパラダイムとは対立する関係にあったもう一つのパラ
ダイム，すなわち政治経済学的パラダイムはこの時期どのように展開され
たのか。先に見たように，このパラダイムに依拠した便宜性原則は，政治
改革を志向する愛国主義者によって批判されたとはいえ，イギリス政府や
アイルランド総督府側で帝国再編を模索する人々の準則であることに変わ
りはなかった。この思潮の存在によって，立法権独立がたんなる愛国主義
の運動の成果ではなく，また革命と称するに値するものでもなく，イギリ
ス帝国における自由貿易主義に基づいた国制論の部分的修正の産物である
ことが明らかとなる。
(1)経済開発中心論とその批判
政治的独立と便宜性：1780-82年アイルランドのイデオロギー的局面２１
ダブリン大学トリニティ・カレッジの学長であったJohnHely‐
Hatchinsonは，早くも1780年に，アイルランドの経済発達を促進するこ
とを目的として，帝国の下でのアイルランドとイングランドの国制上の統
合を積極的に支持すると宣言した。経済発達と文明社会化はアイルランド
が達成しなければならない課題であり，そのためにはイングランドの経済
力が必要であると彼は判断したのである。自由貿易決議案を国制論の点か
ら批判しようとする愛国主義的議員達に対して，スコットランドとイング
ランドの合邦の例を引きながら，彼は，イングランドへの恭順は，強制さ
れた従属ではなく，アイルランドの利益のために先達達が自身の政策に基
づいて交わした自由な同意の結果なのだと説得したのである(36)。他方，
彼はまた，イングランドと同様の経済的有利さを確保するという点から，
自由貿易決議案の不十分さを指摘し，修正提案を出している。イギリスに
おけると同等の税の割り戻しや補助金，奨励金の制度を伴って輸入が管理
されることが必要であって，さもないと，イギリスと同等な関税の下での
輸入は，アイルランドの利益にはならないだろう，と彼は認識したのであ
る。さらに，アイルランドの商業と産業の発達を阻害するものとして，自
由貿易決議案に最後まで残っていた例外規定である羊毛およびその製品の
輸出入規制の撤廃を要求した(37)。彼が狙っていたのは，イギリスがアイ
ルランドの産業や漁業に出している助成金が他の産業に拡大されることで
あった。担いきれないほどの負荷を課すことなく，アイルランドに制限な
き貿易への参加を認めることをイギリスに期待できるかぎり，経済発達と
文明化にとって，国制上のイギリスとの統合は，独立よりも利するところ
が多いと彼は考えていたのである(38)。
このようなHely-Hatchinsonの見解は，当然，Grattanと激しく対立
することになった。1780年，Grattanが議会による権利宣言の動議を出し
た際，Hely-Hatchinsonは庶民院に対して警告した。「我々の産業は繁栄
への途上にあり，我々はそれを進歩させるべきであるのに，もしイングラ
ンドとアイルランドの問に悪感情が残り続けるとしたら，それがもたらす
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結果は大変なものだ。我々は，目下のところは，自由貿易を最も巧い形で
利用すべきであって，そのあとで，国制上の問題を提起すべきなのだ。国
制上の問題は，現在触れる必要があると私には思えない｣(39)。同時に，彼
は，義勇軍の武装デモンストレーションに対しても批判の矢を向け，どん
な権力も法によって制御され，法に服すことが立憲国家の原則であること
を強調して，市民軍を規制するための立法を推進することに賛成した。
以上述べたようなHelyHatchinsonのような経済開発に中心をおく論
は，自由貿易決議案が刺激となって1780年に出版された他のパンフレット
にも見られる(４０)。ところが，そのような政治経済学的パラダイムに依拠
した議論の中には，二つの異なる傾向がある。一つはHelyHatchinson
に典型的に見られるような，イギリスへの法的従属を経済発達のための便
宜性という理由から容認する議論である。そして他方は，国内および帝国
の政治制度における不公正を重商主義の搾取的側面の表れと見なし，経済
発達を達成するためにこの政治的不公正を自覚的に除去する必要を訴える
議論である。後者は，イギリスからの莫大な資本流入がアイルランドの経
済発達を促進するだろうという前者のような楽観的な展望など持たなかっ
た。後者の論者達は，強者（イギリスとプロテスタント）が弱者（アイル
ランドとカトリック）を侵害することを許してきた不公正な法的枠組みが
是正されない限り，アイルランドで文明化された商業社会が達成される可
能性はないと見なし，国家間においても，宗派間においても，強者の侵害
に対して弱者の福祉を確保する権利の確立の重要性を述べるのである。こ
れは前述したSwiftの定式化の再現といいうるだろう。この分類に入る
パンフレットが，ＡｎａｔｉｖｅｏｆｌｒｅｌａｎｄａｎｄａｌｏｖｅｒｏｆｔｈｅBritishEmpire
の名の下に書かれたＴｈｅＵＭゆα肋"ｓｑ／Ｅ"g伽‘である。作者は，イギ
リス政府の従来のアイルランド政策を批判し，自由貿易決議案支持者によ
って喧伝されている帝国の新しい理念一王国，植民地間の経済的統合に
よる富と繁栄の共有一などは，イギリスによる法を介した墓奪から国民
の富を守る立法権独立がない限り，幻想にすぎないと語る。彼の分析によ
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れば，イギリス議会が制定した法は，繁栄していた国外市場向けの毛織物
工業をアイルランドから奪い，王は両国を平等には扱わず，イギリスの貿
易上の利益のためにアイルランドの経済開発を抑制してきたのであ
り(41)，アイルランドの経済発達の遅れは，自然の威力ではなく，イギリ
スがアイルランドに押しつける法的権力によるものなのである(42)。従っ
て，「財産と産業をもつことを保障する」権利こそが，「人を労働に駆り立
て，蓄えを増やそうという願いで人を活気づける唯一の方法」なのだ，と
作者は結論する。以上のような，アイルランドの経済発達にとっての姪桔
という観点から現行の国制を批判してゆく論調は，経済開発中心論の背後
に確かに存在し，９０年代の急進主義の母胎となってゆくのではあるが，
1780年代初頭では決して主流ではなかった。むしろ主流は，自由貿易決議
案によってアイルランドの経済発達の可能性に楽観的期待をI懐いたのであ
り，この結果，国立銀行設立案が浮上することになるのである。
(2)国立銀行設立案の浮上
1780年に，ＪｏｈｎＧｒａｙは国立銀行設立に関するパンフレットＡＬＢ肋γ
功ﾉﾉｂｅＥＭｑ／Ｍ４ｇＥ"ムルノヒz"zﾉｅＺｍ雌ＥＳ姉/ｉｓ伽e"ｔｑ／αZVZz肋"α/ａｚ"ん
q／ＩＭＺｚ"‘をダブリンで出版した(43)。彼もまたHely-Hatchinson同様，
イギリスの援助が「帝国の王冠のまだ磨かれていない部分｣(44)であるアイ
ルランドの開発にとって不可欠であると見なしており，1780年のアイルラ
ンドの経済危機にあたって，割り増し利子でアイルランドや外国からの預
金を集め，紙幣を発行するための基金の不足を補うことを提案したのであ
る。彼は，国家財政を満たすために外国から資金を借りる政策は，それが
箸侈を増進させない限りは容認されると述べる。「貨幣を創造したり増や
したりする目的をもって……富裕の源泉となる必要不可欠なものを大量に
提供したり，周旋したりすることは，浪費ではなく経済なのである｣(45)。
1720年代，swiftが「驚くべきことをする人」として風刺し嫌悪した金融
業が，ここでは「経済」の名の下に肯定されていることに注目したい。
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Ｇrayのパンフレットと共に国立銀行設立の機運が高まっていった時，
これに反対するパンフレットが出された。FrederickJebbのＣＯ"s雌、‐
幼"ｓｑ／ノノbeExPe伽"C〕ノｑ／αjVZz肋"αノα'MZz加〃α/Ｔ〃た７７"ｚｅ珈
加""ｃｌｌである。彼は，紙幣と銀行業が一般的に生産に必要な国民のスト
ックを増大させるのに効果があるのは認めるが，イギリスの貿易法によっ
て拘束されているアイルランドでは，必要とされるストックは非常に微々
たるものであり，現在の経済状態からすれば不必要である，と論じた。こ
のＪｅｂｂの議論がswiftの銀行設立批判の切り口と似通っていることは明
らかである。彼は，イギリスの政策が，アイルランドをリネンエ業だけの
モノ・マニファクチュア国にしてきたこと，従って労働力はリネンエ業だ
けにしか向けられず，例えその部門で利潤が上がっても，他の部門でスト
ックを蓄えることが法的制限によって出来ない限り，ストックは増えない
と論じる(４６)。Ｊｅｂｂは，第一に為すべきことは銀行による紙幣の発行では
なく，自由化による貿易の拡大を生かして生産に必要なストックを蓄積
し，資本を創出することだと主張する。「国家の富は，土地の生産物と住
民の生産的労働の産物の総計に存する｣(47)。そして，もし「イングランド
の十分な発達の結果生じたシステムを，アイルランドの未熟な状態に積極
的に適用」してしまうならば，商人が輸入を促進し，紙幣がそれを助ける
ことによって，アイルランドは外国製品のための市場になってしまうと警
告する。「紙幣は，我々の生産物の増加とは釣り合いがとれない形で，商
人のプロジェクトを加速度的に前進させ，従って輸出より輸入を促進する
にすぎない｣(48)。
しかし，Ｊｅｂｂのような否定的見解は他にはほとんど出てこなかった。
逆に，愛国主義的トーンでJebbのパンフレットに意義を申し立てる匿名
のｓｏ”ｅ胞加α伽ｏ〃Ｄγ〃661ｓＣＯ"sjZﾉＭｚ"o"ｓｏ〃仇eExPcc此"ＣｙｃＷｚ
Ｍｚ肋"ｃｚＪＣ舵"/Zz伽〃ａｚ"ﾉＭｚ伽/hwcJが登場した。これは，Ｊｅｂｂのパン
フレットを，国立銀行設立で不利益を被る私営銀行家の私利私欲から書か
れたものであると見なし，イングランドに追いつくことを熱望する競争心
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を唱道する。「アイルランドは，未熟な状態にあるとはいえ，イングラン
ドの素晴らしい例を期待できるのであり，確立された同じ道を慎盧に富ん
だ用心深さをもって進んでゆくことによって，結局は，両国の状態に比例
して，同じ財や有益な結果を生み出すに違いない｣(49)。概して言えば，国
立銀行設立案は，当時の経済危機から抜け出るために必要不可欠で効果が
あるものだと見なされた。「イギリス議会内のアイルランドの友」の名で
出版されたＴ〃oz4g｝zfso〃α〃"‘/bγ伽乃〃”zﾉe"z〃Ｑ／Ｃ花Clﾉｶﾞﾉ醜Ｇ”αｔ
Ｂ"ZZz";α"‘ﾉﾉｉｃＥｓ肋ノヵ伽刎ｑ／α肋励"α/ａｚ"ﾉＭｚ伽伽c/は，自由
貿易政策という「イギリスの賢明で正義に適い恵み深い目的」を貨幣と信
用が使い尽くされた状態で「効力ある」ものにするためには，国立銀行設
立が必要であると述べている。
こうして，公的信用を扱う機関としての国立銀行設立の誓願が1780年に
市民によってアイルランド議会に出された。その後銀行法案に反対する誓
願が出されたが，それはほとんど影響力をもたず，1782年３月，銀行法案
は議会で可決された。
５まとめ
自由貿易決議案に賛成する経済開発中心論者からすれば，アイルランド
銀行設立は，アイルランドの商業や産業の振興にとって必要なものであっ
た。また，イギリス政府にとっても，経済的相互関係で結びつく新しい帝
国の建設のために，アイルランドの貿易と産業を活性化するのに必要なも
のであった。銀行法案を議会に提出したアイルランド総督府の書記長
WilliamEdenは次のように述べている。「次第に高まるアイルランドの
商業活動の状態からみて，増大する信用を私営もしくは公営の銀行の手に
預けることが，商人の繁栄にとって欠かせないものになったし，広範な貿
易への彼らの希望が蕾のままむしり取られることがないようにするために
も，それは必要であった｣(50)。では，立法権独立を主張する愛国主義者に
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とってはどうだったのか。イギリス政府は経済的相互関係を貿易協定で支
える新しい帝国の体制づくりを目指し，後にアイルランドと貿易協定を取
り交わすことを意図してその立法権独立を認めた。それは便宜'性に依拠し
た決定だった。これに対して，愛国主義者達は，独立達成が専ら国制論に
基づいた自分達の権利要求の正しさ，つまり正義に由来すると考えた。し
かし，従来の国制論的パラダイムからの議論を，Swiftを繰り返す形で典
型的に表しているＪｅｂｂの議論は，この時期，さほど支持を集めなかっ
た。それは，前述の匿名のパンフレットに見られるように，アイルランド
経済のイギリスからの自立という点から見ても，銀行設立は必要であると
考えられたからである。しかし，愛国主義者達は，国制論的パラダイムか
ら決して抜け出たわけではなかった。これは，1785年に，貿易協定を結ぼ
うとするイギリス首相Pittに対して，協定がもたらす経済的便宜性より
も主権の独立の保持を優先して協定に反対するGrattanの態度の中に顕
在化することになる。「アイルランドの公衆は，国家の主権が，理論的に
は絶対であるにも拘わらず，しばしば無慈悲な経済的必要によって制約を
受けることを理解しようとする心構えではなかったのである｣(51)と18世紀
アイルランド史の研究者であるＲＢＭｃＤｏｗｅｌｌが表現するほど，愛国主
義者達は激しく貿易協定案に反対したのである。それは政治経済学的パラ
ダイムの便宜性の観点からは理解しかねるものであった。（それゆえ愛国
主義者を批判する潮流として，政治経済学的パラダイムに立った社会観か
ら自由主義的急進主義が90年代に形成されることになる｡）こうして，二
つの潮流の亀裂は，８０年代初頭の偶然の交差の後，次第に深まってゆくの
である。
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PoliticallndependenceandExpediency： 
IdeologicalAspectsoflrelandinl780-82 
ＨｉｒｏｋｏＧＯＴＯ 
《Abstract》
Asignificantsourceofpoliticalcontroversyineighteenth-century 
Irelandcanbefoundintheconflictbetweentwoparadigms:ｏｎｔｈｅｏｎｅ 
ｈａｎｄ,theparadigmofciviljurisprudence,which,ontheother,confronts 
theparadigmofpoliticaleconomy・Whiletheformerstressesthe
vocabularyofrights,thelatteriskeyedtoexpediency・Inadditionto
these,therewasalsoafurthercivic-humanistparadigmthatemployed 
thevocabularyofcivicvirtue，andcombinedwiththecivil 
jurisprudentialparadigmtoformthebasisofIrishconstitutionalismln 
thispaper,ｗｉｔｈｔｈｅａｉｍｏｆｄｅｍｏｎｓｔratingtheprocessanddevelopment 
oftheconflictbetweenthetwomajorparadigms,ananalysisofcontem‐ 
porarypoliticalpamphleteeringhasbeenemployedForthispurpose， 
thecontroversiesontheestablishmentofanIrishnationalbankpro‐ 
videdparticularlyusefulmateriaL 
When，ｉｎ1721,ｔｈｅnationalbankbillwasintroducedintheIrish 
parliamentforthefirsttimeJonathanSwift（1667-1745）andhisparty 
opposedit，andattemptedtoinfluencethepublicthroughtheirpam‐ 
phletsTheyclaimedthatthenationalbankwouldbenefitonlyself‐ 
interestedmoney-mongersandstrengthenboththedomesticmonopoly 
andBritishinfluence,seenbySwiftastheconstitutionalweaknessｏｆ 
IrelandTheirargumentsbasedonthecivil-jurisprudentialandcivic‐ 
humanistparadigmshadanimmediateeffectonpublicopinion,andin 
theend,thebillwasrejectedForthenexthalfcentury,thebankproject 
remainedsuspendedAtthebeginningofl78０，s,Irelandfacedagrave 
financialcrisis・Asapossibleremedy，thedormantnationalbankbill
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wasagainintroducedThistime,welcomedbypublicopinion,itpassed 
byalargemajorityinl782・Thedifferenceinpublicattitudestowards
thebankproposalinl721andl782demonstratesthetransformationin 
themainparadigmfromciviljurisprudencetopoliticaleconoｍｙ、
Ａｔｔｈｅｓａｍｅｔｉｍｅ，however，Irelandpossesseditsownindigenous 
constitutionalism，whichtracesitsoriginsfromSwiftandhisAnglo‐ 
Irishcircle・PatrioticMPsadoptedittosupporttheirclaimsfor
nationalindependｅｎｃｅＡｓａｒｅｓｕｌｔｏｆｔｈｅｄｅｆｅａｔｉｎｔｈｅＡmerican 
Revolution,theBritishadministrationwasobligedtoaltertheconstitu‐ 
tionalrelationshipbetweenlrelandandGreatBritaininaccordance 
withitsnewimperialpolicy:thefreetradedoctrine・Theadministration
soughttoreunitebothkingdomswithasolidrelationshipbasedon 
commerce.'Expediency，becameakeyterminjustificationofpolicy． 
Ｎonetheless，itwasnotcompatiblewithIrishconstitutionalism・This
incompatibility,whichwasinitselfaparadigmdifference,gaveriseto 
frequentconflictsbetweentheadministrationandpatrioticlrishMPs． 
